
　意見案第４号 

 

　　　　オンラインを活用した接見等の早期実現を求める意見書 

 

　北海道議会は、令和６年第３回定例会において「オンラインを活用した接見交通の実

現を求める意見書」を可決し、身体拘束を受けている被疑者及び被告人（以下「被疑者

等」という。）が捜査官らの立会いなく弁護人の援助を受けることの重要性や、本道の

厳しい自然的環境等から接見が著しく困難であることを踏まえ、その早期実現を求めて

きた。 

　令和７年には「情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正す

る法律」が成立し、附則第41条において、被疑者等と弁護人等との間で映像と音声の送

受信により行う通話（以下「オンライン外部交通」という。）を可能とする運用上の措

置を推進することが明記された。衆参両院の法務委員会の附帯決議でも秘密性に配慮し

たオンライン外部交通の拡大推進が求められ、特に参議院では、同法の施行後３年を目

途としたオンライン接見の法制化の必要性の検討が明記された。 

　しかしながら、令和８年３月末時点で、拘置所等の法務省所管施設では全国13か所で

オンライン外部交通の運用が開始されている一方、本道の各警察署ではいまだ開始され

ていない。 

　逮捕直後の初回接見は弁護人の助言を得る最初の機会であり、被疑者等が早期に弁護

人の援助を受けられること、及び、捜査段階において頻度の高い接見を実現できること

は、適正な手続の保障と冤罪の防止のために極めて重要である。加えて、起訴後に被告

人が拘置支所等の法務省所管施設へ移管される場合に備え、弁護人のいる地域の警察署

と当該施設とを結ぶ運用も構築する必要がある。 

　よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く求める。 

記 

１　本道内においてオンライン外部交通の必要性の高い地域を速やかに選定し、その運

　用を早期に開始すること。 

２　警察署が関係するオンライン外部交通の拡大推進のため、国において、都道府県

　（都道府県警察を含む）に対する積極的な支援を行うこと。 

３　弁護人と被疑者等との間において、接見の秘密が保障される刑事訴訟法第39条第１

　項に基づく権利としてのオンライン接見が早期に実現されること。 

　以上、地方自治法第99条の規定により提出する。 
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